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 公募の概要 
１-１. 公共施設等の管理者の名称 

館林市長 
 

１-２. 担当部署 

担 当：館林市都市建設部下水道課 

住 所：群馬県館林市城町１番１号 

電話番号：0276-49-5445（直通） 

メ ー ル：gesuido@city.tatebayashi.gunma.jp 
 

１-３. 実施要領等 

本実施要領及びその添付書類は、以下の①から⑨までの書類（これらに補足資料、市のホームペ

ージへの掲載等により公表したこれらに関する意見及び質問に対する回答、その他これらに関して

市が発出した書類を加えたものを、以下「実施要領等」という。いずれも修正があった場合は、修

正後の記述による。）により構成される。 

①から⑨までの書類は、審査に係る書類並びに本業務等の実施に係るその他の書類一式（以下「提

案書類」と総称する。）を作成するに当たっての前提条件である。 

 

①  館林市下水道事業ウォーターＰＰＰ業務委託 実施要領 

②  館林市下水道事業ウォーターＰＰＰ業務委託 要求水準書(案) 

③  館林市下水道事業ウォーターＰＰＰ業務委託 提出書類作成要領 

④  館林市下水道事業ウォーターＰＰＰ業務委託 優先交渉権者選定基準 

⑤  館林市下水道事業ウォーターＰＰＰ業務委託 モニタリング基本計画書（案） 

⑥  館林市下水道事業ウォーターＰＰＰ業務委託 業務委託契約書（概要案） 

⑦  リスク分担表 

⑧  様式集 

⑨  用語集 
 

なお、実施要領等と「館林市下水道事業ウォーターＰＰＰ業務委託 実施方針（令和８年４月公

表。以下「実施方針」という。）」に相違のある場合は、実施要領等の規定内容を優先するものとす

る。 
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  本業務の概要 
２-１. 業務の名称 

館林市下水道事業ウォーターＰＰＰ業務委託  
 

２-２. 業務の目的 

本業務は、館林市が実施する公共下水道事業、農業集落排水事業及び地域し尿処理事業に係る処

理施設並びに管路施設（以下「下水道施設等」という。）の運転・維持管理に加え、下水道事業に

係る各種計画策定等を含めた一連の業務を一体的に実施する「管理・更新一体マネジメント方式（レ

ベル 3.5）」（更新支援型）により、スケールメリットを最大限発揮させるものである。 

一体的な実施により受託民間事業者（以下「事業者」という。）の創意工夫を促すとともに、経

済原理に基づく経営手法を活かし、より効率的な事業運営等が実現できるよう、官民一体となって

事業に取り組む体制を構築し、将来にわたり持続可能な事業運営を図ることを目的として実施する。 
 

２-３. 業務の基本方針 

本業務の実施方式は、ウォーターＰＰＰの「管理・更新一体マネジメント方式（レベル 3.5）」（更

新支援型）を採用する。 

市との契約に基づき本業務を実施する事業者は、本業務の実施に当たり、下水道法、その他関係

法令等の規定に基づき誠実に業務を実施しなければならない。 

 

２-４. 本業務の対象施設 

本業務の対象となる施設は以下のとおりである。 

公共施設の立地等に関する事項は、本実施要領の【別紙１】及び【別紙２】に示す。 

なお、対象施設は「群馬県汚水処理計画」（令和５年３月策定）に位置付けのある公共下水道への

統廃合や、汚水処理方法の見直し等により変更となる場合がある。 

 

（１）管路施設 

① 公共下水道事業 ：（汚水）234.3km、（雨水）12.3km 

② 特定公共下水道事業 ：6.2km 

③ 農業集落排水事業（下早川田地区）     ：4.5km 

④ 農業集落排水事業（木戸地区） ：5.4km 

⑤ 地域し尿処理事業 ：3.4km 
 

（２）公共下水道施設 

① 館林市水質管理センター ：館林市堀工町 888番地 

② 館林市尾曳汚水中継ポンプ場 ：館林市尾曳町 29番 29号 

③ 館林市高根汚水中継ポンプ場 ：館林市高根町 879番地の９ 

④ 館林市城沼雨水ポンプ場 ：館林市松原一丁目 22番１号 

⑤ 館林市多々良沼雨水ポンプ場        ：館林市日向町 1803 番地の２ 

⑥ 旧館林市分福地域し尿処理施設（休止施設） ：館林市分福町 847 番地の 43 

⑦ 汚水マンホールポンプ場          ：８箇所 
 

（３）特定公共下水道施設 

① 館林市近藤処理場 ：館林市苗木町 2447番地の 90 

② シアン圧送ポンプ室 ：館林市近藤町 674番地 
 

（４）農業集落排水処理施設 

① 館林市下早川田地区農業集落排水処理施設 ：館林市下早川田町 527番地 

② 館林市木戸地区農業集落排水処理施設 ：館林市木戸町 321番地の１ 

③ 汚水マンホールポンプ場          ：４箇所 
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（５）地域し尿処理施設 

① 館林市大島地域し尿処理施設 ：館林市大島町 528番地の１ 

 

２-５.業務範囲 

（１）義務事業 

本業務において義務事業とする対象業務は、表１に示すとおりである。 

 

表１ 本業務の対象業務 

 

業務分類 対象施設 区分 対象事業 対象業務 

下水道施設等

の管理業務 

管路施設 

汚水／雨水 公共下水道事業 巡視、調査、清掃、修繕 

汚水 

特定公共下水道事業 巡視、調査、清掃、修繕 

農業集落排水事業 

巡視、調査、清掃、修繕 

地域し尿処理事業 

処理施設 

汚水／雨水 公共下水道事業 

運転操作及び監視、保守点

検及び整備、水質分析関

連、設備修繕、物品等管理

調達、廃棄物管理、環境整

備等 

汚水 

特定公共下水道事業 
運転操作及び監視、保守点

検及び整備、水質分析関

連、設備修繕、物品等管理

調達、廃棄物管理、環境整

備等 

農業集落排水事業 

地域し尿処理事業 

コンサル 

タント業務 
共通 

事業計画、上下水道耐震化

計画、ストックマネジメン

ト実施方針、管路施設診

断、ストックマネジメント

計画、下水道事業経営戦

略、不明水対策計画 

危機管理 共通 

危機管理マニュアル策定、

災害・事故等の緊急事態へ

の対応等 

統括管理業務 共通 

業務の一元管理、セルフモ

ニタリング、維持管理情報

の管理等 
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（２）附帯事業 

附帯事業とは、現状に捉われない新たな取り組みを導入し、義務事業と一体的に行うことによ

り、費用縮減、収益発生、環境負荷低減等の効用が発揮される事業のことをいう。 

市が優先交渉権者を選定するに当たって、事業者は、附帯事業を提案することができるが、提

案は必須ではなく、予備的審査の結果が義務事業の評価に影響を与えることはない。なお、履行

期間中に提案することも可能とする。 

市は、優先交渉権者として選定された事業者が提案した内容を踏まえて、附帯事業を採用する

場合、対象業務と見なし、要求水準書に事業者の附帯事業実施義務を定めることとする。 

 

（３）任意事業 

任意事業とは、本業務用地及び施設において、事業に係る全ての費用を事業者自らの負担で行

う独立採算の事業のことをいう。 

市が優先交渉権者を選定するに当たって、事業者は、任意事業を提案することができるが、提

案は必須ではなく、予備的審査の結果が義務事業の評価に影響を与えることはない。 

また、履行期間中においても、事業者は任意事業を提案することができる。なお、提案した

任意事業を新たに実施する場合においては、事前に市の承認を必要とする。 

事業者は、関係法令を遵守し、事業対象施設の機能を阻害せず、公序良俗に反しない範囲に

おいて任意事業を行うことができる。事業内容は提案によるが、本業務用地及び施設を活用す

る場合は、有償貸付による事業であることに留意し、本事業の安定経営に影響を与えないよう

リスク回避措置を十分に講ずるとともに、発生する費用や必要な諸手続き、本事業に影響を与

えた場合の損害等は全て事業者の責めによるものとする。 

任意事業等に係る事業者が所有する資産については、市の承認を得る段階で、原状復旧、事業

者都合による撤去、市へ無償譲渡等、資産の処分方針の決定をする。 

 

２-６.履行期間 

（１）本業務の履行期間 

本業務の履行期間は、令和９年４月１日から令和 19年３月 31日までとし、契約書及びその他

関係書類（要求水準書及び提案書等）に従い業務を実施する。ただし、契約締結日の翌日から令

和９年３月 31日までの期間は、引継ぎの期間（移行期間）とし、事業者は市又は市の指定する者

より業務の引継ぎを受け、業務の習熟に努めるものとする。なお、業務引継ぎに要する費用は、

原則、事業者が負担するものとする。 

 

（２）本業務の履行期間終了時の取扱い 

ア 本業務に係る事業者が所有する資産等（任意事業を行う場合） 

事業者は、事業者が所有する任意事業等に係る資産について、事前に決定した方針に基づき、

市へ無償譲渡、原状復旧等の対応を行う。 

本業務の実施のために、事業者が本業務施設内に所有する資産（市へ無償譲渡又は市の指定

する者が買い取る資産を除く。）については、全て事業者の責任において処分しなければならな

い。 

本業務の施設については、本業務終了日に事業者は、原則として自らの費用負担により原状

に復して市又は市の指定する者に引き渡さなければならない。 
 

イ 業務の引継ぎ 

市又は市の指定する者への業務の引継ぎは、原則として本業務の履行期間内に行うこととし、

事業者は自らの責任及び費用負担により、引継書の作成等、本業務が円滑に引き継がれるよう

に適切な引継ぎを行わなければならない。なお、業務終了の２～３年前頃には、次期業務の検

討及び準備等を始める予定のため、事業者は業務情報の提供等、市に協力すること。 
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２-７. 提案見積の上限額 

本業務に係る提案見積の上限額は、業務ごとに表２のとおりとする。 

 

表２ 提案見積の上限額 

業 務 区 分 提案上限額（円：税込） 

義務事業 

統括管理業務 121,220,000 

管路施設維持管理業務 293,370,000 

処理施設維持管理業務 4,144,580,000 

コンサルタント業務 327,360,000 

履行期間合計 4,886,530,000 

 

 

２-８. 業務の費用負担 

市は、以下のとおり本業務の実施に要する費用を負担する。その負担予定額等の詳細は市と優 

先交渉権者との協議の上、契約書に定めるものとする。 
 

（１）義務事業及び附帯事業 

市は、表１に示す義務事業に係る業務の実施に要する費用を負担する。なお、その負担予定額

等の詳細は市と選定事業者との協議の上、契約書に定める。 

 

（２）任意事業 

事業者は、任意事業に係る費用の全てを負担する。 

なお、任意事業は独立採算を基本とし、その経理に当たっては義務事業及び附帯事業に係る経

理と任意事業に係る経理を区分し、明らかにしなければならない。 
 

２-９. 委託料の支払 

 今後公表する「委託料の支払方法（仮称）」において示す。 

 

２-１０. プロフィットシェア 

本業務は、業務開始後もライフサイクルコスト縮減の提案促進を図るため、プロフィットシェア

の仕組みを導入する。 

履行期間中において、事業者からの新技術等の導入提案により運転・維持管理費等に関する費用

縮減が認められた部分をプロフィットシェアの対象とし、費用縮減分を市と事業者がシェアする。

コスト縮減分のシェア額やシェアの手法については、市と事業者が協議し、双方が合意の上、契約

書に定める。 

なお、リスク分担表に記載されている内容に起因する業務に要する費用の増減が発生した場合に

ついては、プロフィットシェアの対象外とする。 
 

２-１１. リスク分担の考え方 

本業務におけるリスク負担の考え方は、市と事業者が対象業務の範囲において、各々が担う業務

について適正にリスクを負担することにより責任の所在を明確にし、より質の高いサービスの提供

を目指すものである｡ 
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本業務で想定されるリスクの分担については「リスク分担表」によるものとし、応募者は負担す

べきリスクを想定した上で提案を行うこと。なお、市及び事業者の両者での対応が必要な事項や分

担の境界については必要に応じて協議を行うものとする。 
 

２-１２. 業務の実施状況のモニタリング 

２-１２-１. モニタリングの目的及び方針 

市は、事業者が実施する業務が要求水準等を満たしているかを確認するため、実施状況のモニ

タリングを行う。モニタリングの具体的な方法及び内容等については、「モニタリング基本計画

書（案）」において定める。 
 

２-１２-２.モニタリングの実施時期及び概要 

（１）コンサルタント業務 

事業者は、計画の内容について適宜、市と協議を行うとともに完了時に図書を提出し、市の完

了検査を受ける。 
 

（２）各施設の業務 

事業者は、定期的に業務の実施状況の報告を行う。 
 

（３）中間総合評価 

第Ⅰ期履行期間終了時において、市及び事業者の立ち会いのもと、中間総合評価を行う。 

 

２-１２-３. 要求水準等未達の場合における措置 

事業者の責めに帰すべき事由により、要求水準を遵守することができなかった場合、市は、事

業者に是正措置を求めるものとする。是正措置の対応がなされない場合は、支払停止や契約解除

等の措置を講ずるものとする。なお、要求水準等の未達に該当する事象の認定基準については、

「モニタリング基本計画書（案）」に示す。 

 

２-１３. 保険 

事業者は、履行期間中、自己の費用により、第三者賠償保険、その他必要な保険を付保するもの

とする。なお、付保した保険契約の内容及び保険証書の内容については市の確認を得るものとする。 
 

２-１４. 業務の継続が困難となる事由が発生した場合の措置 

２-１４-１. 基本的な考え方 

事業者によって提供されるサービスの安定的・継続的な供給を確保するため、契約書において、

想定される業務の継続が困難となる事由をあらかじめ具体的に列挙し、その発生事由に応じた適

切な措置を定める。 
 

２-１４-２. 本業務の継続が困難となった場合の措置 

本業務の継続が困難となった場合には、その発生事由ごとに以下の措置をとることとする。 

（１）事業者の責めに帰すべき事由により本業務の継続が困難となった場合 

ア 事業者の提供するサービスが、契約書で定める事業者の責めに帰すべき事由により債務

不履行又はその懸念が生じた場合、市は契約書の定めに従い、事業者に是正要求を行い、

一定期間内に改善策の提出・実施を求めることができる。事業者が当該期間内に是正を行

うことができなかったときは、市は契約を解除することができるものとする。なお、その

他の対応方法については、契約書において定める。 

イ 事業者が倒産又は財務状況が著しく悪化し、その結果、契約に基づく事業の継続的履行が

困難と合理的に考えられる場合、市は契約を解除することができるものとする。 

ウ 上記ア、イの規定により、市が契約を解除した場合、事業者は、市に生じた損害を賠償し

なければならない。 
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（２）市の責めに帰すべき事由により本業務の継続が困難となった場合 

ア 事業者は、契約書の定めに従い、契約を解除することができるものとする。 

イ 上記アの規定により事業者が契約を解除した場合、市は事業者に生じた損害を賠償する。 
 

（３）いずれの責めにも帰さない事由により本業務の継続が困難となった場合 

ア 不可抗力その他、市又は事業者の責めに帰すことのできない事由により業務の継続が困

難となった場合、市及び事業者は、業務継続の可否について協議する。なお、一定の期間

内に協議が調わないときは、それぞれの相手方に事前に書面でその旨の通知をすること

により、市及び事業者は、契約を解除することができる。 

イ 上記アの規定により契約を解除した場合、市及び事業者に生じた損害は各自が負担し、相

互に損害賠償を行わない。 
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３.  事業者の募集及び選定に関する事項 
３-１. 募集及び選定方法 

本業務を実施する事業者の募集及び選定は、事業者となる民間事業者に創意工夫やノウハウによ

る効率的・効果的なサービスの提供を求めるため、総合的に評価することが必要であることから、

公募型プロポーザル方式により行う。 
 

３-２. 募集及び選定スケジュール 

実施要領等の公表後のスケジュールは、表３のとおりである。 

なお、本スケジュールは現時点の予定であり、今後の状況等により変更となる場合がある。 
 

表３ スケジュール（予定） 

時期 内容 

令和８年７月１日～31日 公募（実施要領等の公表）の公告期間 

令和８年７月１日～31日 プロポーザル参加申込書等の受付 

令和８年８月７日 参加資格確認結果の通知 

令和８年８月 17日～19日 現地見学会の実施、資料及び図書等の閲覧 

令和８年８月 20日～25日 実施要領等に関する意見及び質問受付 

令和８年９月１日 実施要領等に関する意見及び質問に対する回答 

令和８年９月２日～８日 参加意思確認書の受付 

令和８年 11月２日～６日 提案書等の受付 

令和８年 11月 25日 提案書等の評価（プレゼンテーション・ヒアリングの実施） 

令和８年 12月上旬 審査結果の通知 

令和８年 12月上旬 

～令和９年１月中旬 
契約協議・締結 

契約締結後～令和９年３月 31日 引継ぎ期間 

令和９年４月１日 委託業務開始 

令和 19年３月 31日 契約終了 

 

３-３. 応募者の参加資格要件 

３-３-１. 応募者の構成 

① 応募者は、単独企業（以下「応募企業」という。）又は複数の企業で構成されるグループ（以

下「応募グループ」という。）とする。応募グループを構成する企業数の上限は任意であり、

１企業で複数の業務を兼ねることができるものとする。 

② 応募グループは、運転・維持管理業務、コンサルタント業務等を担う企業から構成される

グループとし、応募グループを構成する企業の中から応募グループの代表企業を定め、代

表企業が応募参加資格の申請及び応募手続きを行うこと。また、参加申込書の提出時に代

表企業及び構成企業の企業名並びに携わる業務について明らかにすること。 

③ 応募グループの場合、共同企業体（以下「JV」という。）の設立を求める。また、原則、各

業務をまとめる統括遂行責任者（各業務の責任者との兼務可）を代表企業から選任させる

ものとする。 

④ 参加申込書の提出後、応募グループを構成する企業の変更は原則として認めない。ただし、

やむを得ない事情があると市が認めた場合に限り、変更を認めるものとする。 

⑤ 応募グループを構成する企業は、他の応募参加者の構成企業になることはできない。 
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３-３-２. 応募企業又は応募グループに共通の参加資格要件 

次の事項を全て満たしていること。 

① プロポーザル方式により契約しようとする業種において、館林市競争入札参加資格者名簿

に登載されている者であること。 

② 地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の４第１項の規定に該当しない者及

び同条第２項の規定に基づく入札参加制限を受けていない者であること。 

③ 公募の日から候補者を特定するまでの間において、館林市建設工事請負業者等指名停止措

置要綱（平成 19年館林市告示第 93号）に基づく指名停止を受けていない者であること。 

④ 会社更生法（平成 14年法律第 154号）に基づき更生手続開始の申立てがなされている者又

は民事再生法（平成 11年法律第 225号）に基づき再生手続開始の申立てがなされている者

でないこと（手続開始の決定後、競争入札参加資格の再認定を受けた者を除く。）。 

⑤ 館林市暴力団排除条例（平成 24年館林市条例第 18号）に規定する暴力団員等でないこと。 

⑥ 提出された書類の記載事項に虚偽がないこと。 

⑦ 国、都道府県及び市区町村税を滞納していないこと。 

⑧ 市が発注した本業務のアドバイザリー業務を受託した者（日本水工設計株式会社）と資本

面若しくは人事面において関連がない者であること。なお、「資本面において関連のある者」

とは、「会社法」（平成 17年法律第 86号）第 309条による議決権を行使することができる、

当該企業の発行済株式総数 100分の 50を超える株式を有し、又はその出資の総額 100分の

50を超える出資をしているものをいい、「人事面において関連がある者」とは、当該企業の

代表権を有する役員を兼ねている者をいう。 

 

３-３-３. 業務実施企業に求める要件 

各業務を担当する企業は、表４及び表５に掲げる要件を満たす必要がある。 
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表４ 業務実施企業に求める要件 

 

 

 

業務分類 対象施設 企業に求める要件 配置技術者に求める要件 

下水道施設等

の管理業務 

管路施設 

 

以下に掲げる要件を全て満たすこと。 

(1) 館林市の令和８年度役務等の提供（清掃、検査・分析・調査の全て）

に係る競争入札参加資格の認定を受けていること。 

(2) 平成 28 年度以降に、公共機関が発注した公共下水道管路施設におけ 

る巡視、点検、調査、修繕及び清掃に関する全ての業務の受注実績を

有すること。 

  なお、点検、調査及び修繕に関する業務の実績は元請受注実績とす

る。 

 

以下に掲げる業務主任技術者を配置できること。 

・公益社団法人日本下水道管路管理業協会が認定する

下水道管路管理総合技士又は下水道管路管理主任技

士の資格を有する者。 

処理施設 

 

以下に掲げる要件を全て満たすこと。 

(1) 館林市の令和８年度役務等の提供（清掃、保守管理及び検査・分析・ 

調査の全て）に係る競争入札参加資格の認定を受けていること。 

(2) 下水道処理施設維持管理業者登録規程（昭和 62 年建設省告示第 1348 

号）第２条第 1 項の規定により、国土交通省の下水道処理施設維持 

管理業者登録簿に登録している者であること。 

(3) 平成 28 年度以降に、公共機関が発注した以下に示した双方の運転・

維持管理業務に関し、元請受注実績をそれぞれ５年以上有すること。 

・下水道法（昭和 33 年法律第 79 号）第２条第６号に規定する分流 

式の終末処理場において、標準活性汚泥法による処理方式で、現有 

処理能力が 23,000 ㎥/日以上の施設におけるレベル 2.5 以上の包 

括的な運転・維持管理業務 

・農業集落排水処理施設又は地域し尿処理施設（コミュニティプラ

ント）における現有処理能力が 300 ㎥/日以上の施設における運

転・維持管理業務 

 

以下に掲げる要件を全て満たす業務主任技術者を常駐

かつ専任で配置できること。 

(1) 下水道法第 22 条第２項に規定する資格を有し、下

水道処理施設維持管理業務実務経験（保守点検及

び運転操作・監視等の業務）を３年以上有する者。 

(2) プロポーザル参加申込書の提出日までに国内にお 

いて、公共機関が発注した下水道法第２条第６号

に規定する終末処理場の水処理施設に関し、業務

総括責任者又は業務副総括責任者（業務総括責任

者を補佐し、代行する能力を有する者）として実績

を有すること。 
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表５ 業務実施企業に求める要件 

※全ての業務において、下水道及び下水道管路施設に関する基礎的な知識並びに調査業務における専門的な技術及び技能を有し、成果内容について適切に報

告を行う能力を備えたものを配置すること。 

※全ての業務に配置する技術者は、参加資格確認書類の提出があった日において３か月以上の直接的かつ恒常的な雇用関係にあることを必要とする。 

※配置技術者について専任・常駐は求めない（下水処理場業務主任技術者は除く。）ものとする。 
※統括遂行責任者、各業務主任技術者及びコンサルタント業務の管理技術者については、兼務を認めるものとする。 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

業務分類 対象施設 企業に求める要件 配置技術者に求める要件 

コンサル 

タント業務 
共通 

 

以下に掲げる要件を全て満たすこと。 

(1) 館林市の令和８年度土木関係建設コンサルタント（下水道部門）に

係る競争入札資格の認定を受けていること。 

(2) 平成 28 年度以降に、公共機関が発注した公共下水道施設におけるス

トックマネジメント計画策定（変更含む）業務及び経営戦略策定業務

に関し、元請受注実績を有すること。 

 

以下に掲げる資格を有する管理技術者及び照査技術者

を配置できること。 

なお、管理技術者と照査技術者は兼務できないものと

する。 

・総合技術監理部門（上下水道－下水道）又は上下水道

部門（下水道）の技術士の資格を有する者。 

危機管理 共通 － － 

統括管理業務 共通 － 

 

以下に掲げる資格を有する統括遂行責任者を配置でき

ること。 

・総合技術監理部門（上下水道－下水道）又は上下水道

部門（下水道）の技術士の資格を有する者。 
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３-３-４.参加資格要件の確認基準日 

参加資格要件の確認基準日は、プロポーザル参加申込書等の必要書類を受理した日とする。た

だし、応募企業又は構成企業が参加資格要件を満たさなくなった場合は、市に速やかに通知しな

ければならない。 
 

３-４. 公募手続き等 

３-４-１.参加申込書等の受付 

本プロポーザルに参加を希望する者は、プロポーザル参加申込書及び必要書類を提出し、参加

資格の審査を受けること。なお、所定の期限までに当該書類を提出しなかった者又は参加資格が

ないと認められた者は、本プロポーザルに参加することはできない。 

① 受付期間 

令和８年７月１日（水曜日）午前９時から令和８年７月 31日（金曜日）午後５時まで 

② 申込方法 

提出書類作成要領の「１-１ 参加資格審査の提出書類」に記載された必要書類を作成し、持参

又は郵送することとし、電送によるものは受け付けない。郵送で提出する場合は、提出期限の前

日必着とする。また、PDFファイル化したものを CD-R又は DVD-Rで併せて提出すること。 

③ 提出先 

１-２．担当部署に申し込むこと。 

④ 審査結果の通知 

参加資格及び附帯事業・任意事業に係る審査結果は、応募企業又は代表企業に対して、審査結

果通知予定日に通知する。 

・審査結果通知予定日：令和８年８月７日（金曜日） 
 

３-４-２.現地見学会の実施 

市は、現地見学会を開催する。申込方法等は、以下に示すとおりである。 

① 受付期間 

令和８年８月 10日（月曜日）午前９時から令和８年８月 12日（水曜日）午後５時まで 

② 申込方法 

現地見学会への参加を希望する者は、提出書類作成要領の「１-２ 現地見学会参加の申込時」

に記載された必要書類を作成の上、電子メールにて提出すること。 

電子メールの表題は「【館林市ウォーターＰＰＰ】現地見学会申込について」とすること。 

市が申込書を受信したときは、電子メールにより受信確認の通知を送信する。また、実施日時

及び場所については、市が調整の上、後日電子メールにて通知する。 

③ 申込先 

１-２．担当部署に申し込むこと。 
 

３-４-３.資料及び図書等の閲覧 

市は、資料等閲覧の機会を設ける。申込方法等は、以下に示すとおりである。 

① 受付期間 

令和８年８月 10日（月曜日）午前９時から令和８年８月 12日（水曜日）午後５時まで 

② 申込方法 

資料等の閲覧を希望する者は、提出書類作成要領の「１-３ 資料及び図書等の閲覧時」に記載

された必要書類を作成の上、電子メールにて提出すること。電子メールの表題は「【館林市ウォ

ーターＰＰＰ】資料及び図書等閲覧申込について」とすること。 

市が申込書を受信したときは、電子メールにより受信確認の通知を送信する。また、実施日時

及び場所については、市が調整の上、後日電子メールにて通知する。 

③ 申込先 

１-２．担当部署に申し込むこと。 
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④ 補足 

開示資料は、今後公表する「開示資料一覧（仮称）」において示す。 

開示資料を追加した場合は、前項の手続きを行った者に対して、当該追加資料の閲覧を行う

ものとする。 
 

３-４-４. 実施要領等に関する意見及び質問の受付、回答の公表 

市は、実施要領等に関する意見及び質問を受け付け、回答を公表する。意見及び質問書の提出

方法等は、以下に示すとおりである。 

① 受付期間 

令和８年８月 20日（木曜日）午前９時から令和８年８月 25日（火曜日）午後５時まで 

② 提出方法 

実施要領等に関して意見及び質問がある場合には、内容を簡潔にまとめ提出書類作成要領の

「１-４ 意見及び質問の受付時」に記載された必要書類を作成の上、電子メールにて提出する

こと。提出メールの表題は「【館林市ウォーターＰＰＰ】意見及び質問書の提出について」と記

載すること。 

市が意見及び質問書を受信したときは、電子メールにより受信確認の通知を送信する。 

③ 提出先 

１-２．担当部署に申し込むこと。 

④ 質問等に対するヒアリング 

提出された意見及び質問書のうち、市が必要と認める場合は、提出者に対して直接ヒアリン

グ又は対話を実施する場合がある。 

⑤ 回答の公表 

実施要領等に関する意見及び質問のうち、市が必要と判断したもの及びその回答を、回答公

表予定日に、市ホームページへの掲載の方法により公表する。 

・回答公表予定日：令和８年９月１日（火曜日） 
 

３-４-５. 参加意思確認書の受付 

本プロポーザルへの参加資格が認められた者は、参加意思確認書を提出すること。 

なお、所定の期限までに参加意思確認書を提出しなかった者は、本プロポーザルに参加するこ

とはできない。 

① 受付期間 

令和８年９月２日（水曜日）午前９時から令和８年９月８日（火曜日）午後５時まで 

② 申込方法 

提出書類作成要領の「１-５ 参加意思確認書の提出書類」に記載された必要書類を作成し、持

参又は郵送で提出することとし、電送によるものは受け付けない。郵送で提出する場合は、提出

期限の前日必着とする。 

③ 提出先 

１-２．担当部署に申し込むこと。 
 

３-４-６. 提案書類の提出 

本プロポーザルの参加資格を有し、参加の意思を示した者は、提出書類作成要領及び様式集に

定めるところにより、提案書類を提出すること。受付期間及び提出方法は、以下に示すとおりで

ある。 

なお、提案書提出後、評価委員会において提案に係るプレゼンテーション及びヒアリングを行

うことを予定している。具体的なプレゼンテーション及びヒアリングの実施方法等、詳細につい

ては提案書類提出者に別途通知する。 

① 受付期間 

令和８年 11月２日（月曜日）午前９時から令和８年 11月６日（金曜日）午後５時まで 
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② 提出方法 

提出書類作成要領の「１-６ 提案審査の提出書類」に記載された必要書類を作成し、持参又は

郵送で提出することとし、電送によるものは受け付けない。郵送で提出する場合は、提出期限の

前日必着とする。また、提案書については、PDFファイル化したものとともにオリジナルデータ

についても CD-R又は DVD-Rで提出すること。 

③ 提出先 

１-２．担当部署に提出すること。 

 

３-４-７.参加資格喪失又は辞退の受付 

参加資格が認められた後に参加資格要件を満たさなくなった場合、又は本プロポーザルへの参

加意思確認書を提出した後（本業務への参加を表した後）に辞退を希望する者は、参加資格喪失

等届出書又は参加辞退届出書を提出すること。 

① 受付期間 

令和８年９月９日（水曜日）午前９時から令和８年 10月 30日（金曜日）午後５時まで 

② 申込方法 

提出書類作成要領の「１-７ 参加資格喪失又は参加辞退時の提出書類」に記載された必要書

類を作成し、持参又は郵送で提出することとし、電送によるものは受け付けない。郵送で提出す

る場合は、提出期限の前日必着とする。 

③ 提出先 

１-２．担当部署に申し込むこと。 
 

３-５. 優先交渉権者の選定方法 

３-５-１.審査方法 

評価委員会において、優先交渉権者選定基準に基づくプレゼンテーション及びヒアリング等を

実施し、提案内容の審査を行う。市は、評価委員会の審査及び評価を踏まえ、優先交渉権者及び

次点交渉権者を選定する。 
 

３-５-２.審査結果の公表 

市は、審査の結果及び評価の内容について、優先交渉権者の決定後、速やかに提案者全員に対

して評価結果通知書により評価結果を通知するとともに、市のホームページへの掲載により公表

する。 

なお、非選定者は、評価結果通知の到着から７日以内に限り、審査結果について書面により 

説明を求めることができる。ただし、審査内容及び他の者に関する説明は行わないものとする。 

① 申込方法 

提出書類作成要領の「１-８ 審査結果の説明請求時」に記載された必要書類を作成し、持参又

は郵送で提出することとし、電送によるものは受け付けない。郵送で提出する場合は、提出期限

の前日必着とする。 

② 提出先 

１-２．担当部署に申し込むこと。 
 

３-５-３.優先交渉権者選定の取り消し 

民間事業者の募集、審査及び選定の一連の手続きにおいて、応募者がない、又はいずれの応募

者も本業務を実施することが適当でないと市が判断した場合は、優先交渉権者を選定せず、公募

を取り消すことがある。 
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３-６. 優先交渉権者選定後の手続き 

３-６-１. 優先交渉権者による準備行為 

優先交渉権者は、契約締結の準備と並行して、業務開始に向けた準備行為として、現地調査を

実施することができるほか、市と業務内容、金額及び支払方法等について協議を行うことができ

る。 

 

３-６-２. 契約の締結 

市と事業者は、契約書（案）の内容に従い、速やかに契約を締結する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



16 

４. その他 
４-１. 実施に関して使用する言語及び通貨等 

（１）実施に関して使用する言語及び通貨 

本業務等の実施に関して使用する言語は日本語、通貨は日本円、計量単位は計量法（平成４年

法律第 51号）、時刻は日本標準時とする。 

 

（２）応募書類の作成等に係る費用 

応募書類の作成及び提出等に係る費用は、応募者の負担とする。 

 

（３）債務負担行為に係る契約手続きの延期又は未締結 

  本業務委託の執行に係る債務負担行為は、令和８年９月に議決する予定であるが、議決されな

かった場合、又は予算の該当金額に減額等が生じた場合は、本業務委託の契約手続きを延期又は

契約を締結しないことがある。 

 

４-２.著作権 

実施要領等に基づき提出された書類の著作権は、参加事業者に帰属する。ただし、市は業務の範 

囲において公表する場合、その他必要と認める場合には、実施要領等に基づき提出される書類の内

容を無償で使用できるものとする。 

 

４-３.提出書類の取扱い 

 提出後の書類については、原則として変更、追加及び再提出は認めない。また、提出された書類

は理由の如何を問わず返却しないものとする。 

 技術提案内容に、特許権、実用新案権、意匠権、商標権、日本国内の法令に基づき保護される第

三者の権利の対象となっている事業手法、材料、施工方法を使用する場合、これらを使用した結果

生じる一切の責任は、応募者が負うものとする。 

 

４-４.市からの提示資料の取扱い 

市が提示等する資料は、プロポーザルに係る検討以外の目的で使用してはならない。また、提示

等する資料は技術提案書提出と同時に返却し、撮影又は複写したものについては適切な方法で速や

かに破棄するものとする。 

 
４-５. 情報提供 

本業務に関する情報提供は、館林市ホームページを通じて適宜行う。 
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